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い。全国に 434 万社あるとされる企業のうち、433 万は中小企業である（2004 年事業所・
企業統計調査、非 1 次産業、民営）1。一方、大企業は 1.2 万社に過ぎない。最も根本的な
部分として、この違いは非常に大きい。さらに、中小のなかでも小規模・零細層が圧倒的




























































業売上高（製造業）」である。前者は 2004 年 10 月の第 9 次改訂、後者は 1983 年 9 月の第 5
                                                  







 まず、中小企業売上げ見通し DI は、中小企業金融公庫の取引先企業に対する月次調査「中
小企業景況調査」の調査結果の一部である6。より具体的には、調査対象企業に「今月以降
3 カ月間の平均売上高（見通し）は、過去 3 カ月間の平均売上高に比べて」、「①増加見込み」
「②やや増加見込み」「③横ばい見込み」「④やや減少見込み」「⑤減少見込み」のいずれで
あるかを尋ねた設問の結果から、（①＋②の企業割合）－（③＋④の企業割合）を計算して




１は、この中小企業売上げ見通し DI と CI 先行指数の推移を示したものである。 
ただし、同調査の内容を詳しく見ると、その調査対象は３大都市圏（首都圏、中京圏、
















































































まず、短観の「中小企業」は、正確には、2003 年 12 月調査までは常用雇用者数 50～299
人（卸売業は 20～99 人、小売・サービス・リース業は 20～49 人）の、2004 年 3 月調査以
降は資本金 2000 万円以上 1 億円未満の、非農林水産・非金融保険法人企業を意味している




13 日本経済団体連合会(2004)の会員企業等に対する調査の結果（回答数 124 社）でも、短観は最も
利用度の高い景気関連統計となっている（p. 27）。さらに、短観の結果は、これまでいくつもの景気・
経済研究の中で重要な情報として利用されている（Kanoh (1990)、Kanoh and Saito (1994)、Hisao 









資本金 1000 万円以上 1 億円未満の（農林水産業含む）法人企業という意味であり、ここで











業は（非農林水産・非金融保険に限定しても）約 268 万社ある。従って、上記 280 万社の
個人企業はもちろん、法人企業も 150 万社以上が対象に含まれていないことになる17。 
ただし、小企業・個人企業は個々の規模は小さいので、企業数だけで判断するのは適切
とはいえない。そこで、表３－１の法人企業統計調査の結果をさらに見ると、まず非農林
水産・非金融保険の法人企業は、全体では売上高 1417 兆円、付加価値 274 兆円、役員数＋
従業員数 4542 万人である。このうち、短観の対象の資本金 2000 万円以上の層で、売上高
1075 兆円（76％）、付加価値 188 兆円（69％）、役員数＋従業員数 2358 万人（52％）を占め
ている。しかし、その一方で、短観に含まれない 2000 万円未満の層にも、売上高 342 兆円
                                                  
15 短観において、業況判断 DI は「判断項目」と呼ばれる調査項目に属しており、これらは母集団推
計は行われず調査実数の集計結果がそのまま最終結果となる。（一方、「計数項目」は母集団推計が行
われる。）従って、業況判断 DI では、調査企業数の分布が決定的な意味を持つ（景況判断 BSI およ
び本稿の他の業況判断 DI も同様）。短観の標本設計は表２－１を参照。 
16 2003 年末までの短観（常用雇用者基準）の母集団企業数は 16 万社（1996 年事業所・企業統計調
査ベース）と、見直し後（資本金基準）の 22 万社よりさらに少ない（日本銀行(2001) p. 8）。なお、





















万円未満の法人企業と、個人企業の雇用の合計 2991 万人のうち、製造業は 478 万人（16％）
に過ぎず、残りの 2512 万人（84％）は非製造業に属している。 
また、法人企業景気予測調査については、調査対象に含まれない資本金 1000 万円未満の
層に、売上高 112 兆円（８％）、付加価値 34 兆円（12％）、役員数＋従業員数で 969 万人（21％）
の雇用が存在する（表３－１）18。従って、短観よりも調査範囲はかなり広く、実際、売上
高や付加価値でみれば法人企業の大部分をカバーしているといえる19。しかし、個人企業ま
で含めて考えれば、総雇用 5349 万人のうち 1775 万人（33％）、全体の３分の１の雇用に相
当する企業群が対象に含まれていないことになる。製造業・非製造業別には、資本金 1000








                                                  
18 短観に揃えて、非農林水産・非金融保険業で議論を行っている。 







































                                                  
21 具体的には、2004 年 7 月の中小企業事業団の発足までは、同調査は中小企業庁と中小企業総合事
業団（および中小企業事業団）の共同実施調査であった。現在でも、調査結果は中小企業庁のウエブ
サイトに随時掲載されている。 



































































程度の DI のみ図示され、かつ統計表には DI は掲載されていないなど時系列での参照が難
                                                  
して独自に再集計している。 























能なのは 1996 年 10－12 月期調査以降であり、また同調査の業種区分は 2004 年４－６月期
調査以降７区分から８区分に変更されている（表４）。これらの事情から、ここでは、1996





]Pr[]Pr[ 1+≤+′<== jiiji Xjy μεβμ    j=0, 1, 2, 3, 4   ∞=−∞= 50 , μμ  
 
yi は企業 i の景況感を表す質的変数、Xi は説明変数のベクトル、εi は誤差項、β は各説明変
数のパラメータのベクトル、μjは反応の閾値である。誤差項 εiの累積密度関数としてロジス
ティック分布を仮定し、βと μjを最尤法により推定する。 
変数 yiの取り得る値 j は、当該四半期の自社の業況判断を尋ねた設問の選択肢に対応した
以下の５区分である。 
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大企業 1000人以上 1000人以上 1000人以上 10億円以上
中堅企業 100-999人 50-999人 300-999人 1億円以上10億円未満
中小企業 20-99人 20-49人 50-299人 2000万円以上1億円未満
　注）法人企業のみ。農林水産業、金融保険業は含まない。
1-2) 景気予測調査（財務省、2004年2月調査まで）および















大企業 5472 2440 2397
中堅企業 22352 2858 2777
中小企業 187428 5264 5017
計 215252 10562 10191
　注）母集団企業数は2001年事業所・企業統計調査ベース。
　資料）日本銀行（2004)「『短観』の標本設計および標本の維持







大企業 6476 5290 4601
中堅企業 31029 3762 2712
中小企業 1141645 5217 3804
















企業数(万社） 41.6 0.9 2.2 4.7 11.3 36.0 86.5 20.5 49.3
売上高（兆円） 409.7 288.9 70.5 66.0 16.1 54.8 13.4 12.8 3.1
付加価値（兆円） 84.7 52.9 62.5 14.6 17.3 17.2 20.2 4.8 5.6
役員数＋従業員数(万人） 1113.0 445.1 40.0 256.6 23.1 411.3 37.0 136.6 12.3
役員数（万人） 102.6 5.8 5.6 16.4 16.0 80.5 78.4 39.6 38.6






企業数(万社） 226.5 2.5 1.1 21.4 9.4 202.7 89.5 129.8 57.3
売上高（兆円） 1007.1 482.7 47.9 237.4 23.6 287.0 28.5 99.6 9.9
付加価値（兆円） 188.9 75.9 40.2 44.1 23.4 68.8 36.4 28.9 15.3
役員数＋従業員数(万人） 3429.4 784.9 22.9 871.9 25.4 1772.6 51.7 832.2 24.3
役員数（万人） 502.3 13.3 2.7 66.9 13.3 422.0 84.0 236.5 47.1






企業数(万社） 48.9 26.8 54.7 22.2 45.3
従業者数（万人） 987.2 920.2 93.2 66.9 6.8
非製造業（農林水産業・金融保険業を除く）
企業数(万社） 381.8 123.6 32.4 258.2 67.6
従業者数（万人） 3531.5 2791.8 79.1 739.7 20.9
　注） 「企業数」は、単独事業所数と本所・本社・本店事業所数の合計。













































製造業 30人未満（20%） 製造業 30人未満（20%）
卸売業 10人未満（8%） 卸売業 10人未満（8%）
小売業 10人未満（29%） 小売業 10人未満（29%）
飲食店 10人未満（12%） 飲食店・宿泊業 10人未満（14%）
サービス業 30人未満（20%） サービス業 30人未満（17%）
建設業 30人未満（10%） 情報通信業 30人未満（1%）

















20％以上増 0.6 1.4 0.6 0.4 0.3 3.3
10-19％増 0.3 2.6 1.5 0.9 0.4 5.6
10％未満増 0.2 5.2 8.9 5.1 1.5 20.9
10％未満減 0.2 1.3 8.1 22.2 7.9 39.7
10％以上減 0.2 0.5 1.8 9.3 18.7 30.6















黒字 0.9 5.6 3.7 2.7 0.9 13.9
収支トントン 0.2 4.9 14.7 19.5 5.8 45.1
赤字 0.3 0.6 2.4 15.6 22.1 41.1













Δ Pr[y i =0] Δ Pr[y i =1] Δ Pr[y i =2] Δ Pr[y i =3] Δ Pr[y i =4]
係数 標準誤差 (かなり悪い) (やや悪い)
(良くも悪くも
ない) (やや良い) (かなり良い)
業種 製造業 　　- 　-
卸売業 -0.160 0.019 0.022 0.011 -0.024 -0.008 -0.001
小売業 -0.363 0.013 0.053 0.017 -0.053 -0.016 -0.001
飲食店 -0.382 0.017 0.056 0.018 -0.056 -0.016 -0.001
サービス業 -0.137 0.014 0.018 0.009 -0.021 -0.007 -0.0005
運輸業 0.267 0.043 -0.031 -0.027 0.042 0.015 0.001
売上高 20％以上増 1.106 0.031 -0.038 -0.199 0.038 0.178 0.020
10-19％増 0.677 0.023 -0.028 -0.129 0.048 0.098 0.010
10％未満増 　　- 　-
10％未満減 -1.354 0.013 0.134 0.176 -0.204 -0.099 -0.008
10％以上減 -2.653 0.016 0.408 0.064 -0.334 -0.128 -0.009
採算水準 黒字 1.157 0.015 -0.078 -0.203 0.153 0.119 0.010
収支トントン 　　- 　-
赤字 -1.566 0.012 0.274 -0.020 -0.196 -0.054 -0.004
時点効果 1996Q4 　　- 　-
1997Q1 0.066 0.036 -0.008 -0.006 0.010 0.003 0.0002
1997Q2 0.002 0.035 -0.0002 -0.0001 0.0003 0.0001 0.00001
1997Q3 -0.113 0.036 0.015 0.008 -0.017 -0.005 -0.0004
1997Q4 -0.399 0.037 0.059 0.017 -0.058 -0.017 -0.001
1998Q1 -0.380 0.037 0.056 0.017 -0.055 -0.016 -0.001
1998Q2 -0.359 0.036 0.052 0.017 -0.053 -0.015 -0.001
1998Q3 -0.432 0.037 0.064 0.017 -0.062 -0.018 -0.001
1998Q4 -0.407 0.037 0.060 0.017 -0.059 -0.017 -0.001
1999Q1 -0.347 0.037 0.050 0.016 -0.051 -0.015 -0.001
1999Q2 -0.253 0.036 0.036 0.014 -0.038 -0.011 -0.001
1999Q3 -0.207 0.037 0.029 0.013 -0.031 -0.009 -0.001
1999Q4 -0.269 0.037 0.038 0.015 -0.040 -0.012 -0.001
2000Q1 -0.227 0.037 0.032 0.013 -0.034 -0.010 -0.001
2000Q2 -0.048 0.036 0.006 0.004 -0.007 -0.002 -0.0002
2000Q3 -0.067 0.036 0.009 0.005 -0.010 -0.003 -0.0002
2000Q4 -0.155 0.037 0.021 0.010 -0.023 -0.007 -0.001
2001Q1 -0.197 0.037 0.027 0.012 -0.030 -0.009 -0.001
2001Q2 -0.206 0.036 0.029 0.012 -0.031 -0.009 -0.001
2001Q3 -0.269 0.037 0.038 0.015 -0.040 -0.012 -0.001
2001Q4 -0.339 0.037 0.049 0.016 -0.050 -0.015 -0.001
2002Q1 -0.293 0.037 0.042 0.015 -0.043 -0.013 -0.001
2002Q2 -0.084 0.036 0.011 0.006 -0.013 -0.004 -0.0003
2002Q3 -0.179 0.037 0.025 0.011 -0.027 -0.008 -0.001
2002Q4 -0.325 0.037 0.047 0.016 -0.048 -0.014 -0.001
2003Q1 -0.247 0.037 0.035 0.014 -0.037 -0.011 -0.001
2003Q2 -0.164 0.036 0.022 0.011 -0.025 -0.008 -0.001
2003Q3 -0.060 0.036 0.008 0.004 -0.009 -0.003 -0.0002
2003Q4 -0.082 0.037 0.011 0.006 -0.013 -0.004 -0.0003
2004Q1 0.026 0.036 -0.003 -0.002 0.004 0.001 0.0001
μ1 -3.685 0.030
μ2 -1.099 0.029
μ3 0.840 0.029
μ4 3.680 0.036
Log-likelihood -171677
n 165908
  注）係数、限界効果とも、斜体の８つの時点効果を除き1％水準で有意
表６．順序ロジットモデル推定結果
限界効果
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1) 中小企業
1999年12月法改正以前 法改正以降
製造業その他
（下記以外の業種）
卸売業
資本金3000万円以下または常
時使用する従業員数100人以下
資本金1億円以下または常時使
用する従業員数100人以下
小売業
資本金1000万円以下または常
時使用する従業員数50人以下
資本金5000万円以下または常
時使用する従業員数50人以下
サービス業 同上
資本金5000万円以下または常
時使用する従業員数100人以下
2) 小規模企業
製造業その他
（下記以外の業種）
商業（卸売業・小売
業）、サービス業
　注）中小企業、小規模企業とも、「おおむね」上記の範囲に属するものと規定されている。
付表１．中小企業、小規模企業の定義：中小企業基本法
常時使用する従業員数5人以下
資本金1億円以下または常時使
用する従業員数300人以下
資本金3億円以下または常時使
用する従業員数300人以下
常時使用する従業員数20人以下
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